
１　総括   

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、１９年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数（平成20年4月1日現在）　　

（注）Ｈ20.4.1現在における団体の支給率と国基準の支給率により算出したもの

※「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と

　地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指

　数である。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２０年４月１日現在）

　　 ①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　 ②技能労務職

高崎市 233 人 円 円 円

85 人 円 円 円 調理士 41.7 歳 円

53 人 円 円 円 廃棄物処理 43.6 歳 円

65 人 円 円 円 用務員 53.9 歳 円

30 人 円 円 円

群馬県 208 人 円 円 円

国 円 円

類似団体 260 人 円 円 円

公務員 民間

（Ｃ） （Ｄ）

高崎市

円 円

円 円

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成17～19年の3ヶ年平均）

※技能労務職の職種と区分の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

　期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

　　 ③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

－

－ － －
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（2) 職員の初任給の状況（２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

一般行政職

経験年数２０年

大　学　卒一般行政職

区　　　　分

339,600

307,600

297,600

212,000

296,000

高　校　卒

高　校　卒 256,000

経験年数１０年

高　校　卒

146,700

140,100

経験年数１５年

270,100

372,100

137,200139,000

337,200

国群　馬　県高　崎　市

177,300 172,200172,200

高　校　卒

140,100

大　学　卒

区　　　　　分

技能労務職

技能労務職

143,400
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２０年４月１日現在）

（注）１　高崎市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　 （注）平成１８年に９級制から８級制に変更している。（旧給料表の３級及び４級を統合）　

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

部 長

地方公務員法第４０条に基づき、毎年１０月１日を評定日として、部長、課長を除く職員に対して勤務成績
の評定を実施している。昇給時に、評定結果を反映させている。

３　　級

構成比標準的な職務内容

１　　級
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　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

1.7

　　　　　　　　％

６　　級
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課 長
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区　　分

6.4

主 事 等
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（19年度支給割合） （19年度支給割合）

期末手当　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　　　５～２０％ ・役職加算　　　　　　５～２０％ ・役職加算　　　　５～２０％

・管理監督者加算　１５～２５％ ・管理者加算　　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）
③適用できる職員の割合

２．100分の15以下

３．－

４．制限なし

５．制限なし

（2) 退職手当（２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、19年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

（２０年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

(２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度                                                     

　　　　から支給率を段階的に引き上げることとしている。       

３…±0月

3.0

1.6

１…＋0.2月

２…＋0.1月

0.75

定年前早期退職特例措置2～20％

47.50

国

33.50

高崎市

支給対象地域

41.34

４…－0.1月４．やや劣っている

１人当たり平均支給額（19年度）

３．良好である

3.0 1.5

0.75

定年前早期退職特例措置2～20％

23.50 30.55

59.28

33.50

59.28

41.34

59.2859.28 47.50

3,879

1.61.6

国

②支給率①成績の判定

５．劣っている ５…－0.2月

200,590

87,901

支給対象職員数

3

2,154

3.0

高　　　　　崎　　　　　市

0.75

支給率

1.5

25,407

3

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

支給実績（19年度決算）

23.50

59.28

２．優れている

支給率

高　　　　　　　　　　　崎　　　　　　　　　　　市

支給対象地域

30.55

3

国の制度（支給率）

―

（19年度支給割合）

１人当たり平均支給額（19年度）

1.5

１．「２」の区分に該当する職員のうち100分の20以下

国の制度（支給率）

3

群　　　　　馬　　　　　県

1,691

高崎市

1,926

１．極めて優れている

59.28
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 (4) 特殊勤務手当（２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

手当の名称

201,175

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 18 年 度 決 算 ）

水質等試験手当

清掃業務手当

災害業務手当

税務手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18 年 度 決 算 ）

90,167

11.3

1回　5,000円

1回　2,000円

日額　300円

日額　800円

9種類

左記職員に対する支給単価

浄水場等業務手当

支給実績（19年度決算）

用地取得等交渉業務手
当

土木業務手当

行旅病人及び行旅死亡
人取扱手当

道路等における犬、猫等の死体
処理の業務に従事した職員

生活保護、障害者福祉又は児童
福祉に係る現業を行う職員

災害の拡大を防止するために行
う災害応急対策又は応急的な災
害復旧の業務に従事した職員

納税課

環境政策課

日額　200円

23,263

日額　500円

主な支給対象職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（19年度）

社会福祉業務手当

主な支給対象業務

清掃管理課

徴税の事務に従事した職員

190,140

84

月額　5,000円

日額　200円

日額　700円

1回　100円加算

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

日額　200円

日額　200円

89

建設課

市街地整備課

道路維持課

清掃管理課

清掃管理課

社会福祉課

社会福祉課

社会福祉課

道路、橋りょう、河川等の補修又
は舗装の業務に従事した職員

土地の取得等の交渉業務に従
事した職員

浄水場、水源等で塩素等危険物
の取扱業務に従事した職員

河川の水、工場排水その他有害
物質の採取又は分析試験の業
務に従事した職員

夏季期間(6月1日から9月30日ま
でをいう。以下同じ。)以外の期
間にごみ収集又はごみ処理の業
務に従事した職員

夏季期間にごみ収集又はごみ処
理の業務に従事した職員

行旅死亡人の取扱業務に従事し
た職員

行旅病人の救護業務に従事した
職員
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（6) その他の手当（２０年４月１日現在）

円

円

円

円

円

管理または監督の地位
にある職員に対して職
務の特殊性に基づき支
給

部長　94,000円
課長　72,700円（77,400
円）
課長補佐　59,500円
係長　46,300円

１　配偶者　月額13,000
円
２　扶養親族たる父母等
6,500円(職員に配偶者
がない場合にあっては
そのうち1人については
11,000円)
扶養親族である子のうち
に満15歳に達する日後
の最初の4月1日から満
22歳に達する日以後の
最初の3月31日までの間
にある子についてはそ
れぞれ5,000円を加算

一部異なる

一部異なる

同じ

同じ

国の制度 国の制度と

同じ

祝日法による休日等及
び年末年始の休日等に
おいて、正規の勤務時
間中に勤務することを命
ぜられた職員には、正
規の勤務時間中に勤務
した全時間に対して勤
務1時間当たりの給与額
に100分の135を乗じて
得た額を休日勤務手当
として支給

手　当　名

扶養手当

内容及び支給単価

住居手当

１　月額12,000円を超え
る家賃を支払う職員に家
賃月額により月額27,000
円を限度に支給
２　自己の所有する住宅
月額4,500円

との異同

通勤手当

管理職手当

休日勤務手当

274,288

（19年度決算）
支給実績

266,300

133,086

12,360

776,331

94,259

異なる内容
（19年度決算）

支給職員１人当たり

25,328

481,325 千円

千円

千円

交通用具
使用者の支
給額

153,048

千円

千円

165,047

１　交通機関利用者
　運賃相当額を支給（月
額55,000円を限度）

２　交通用具使用者
2km以上5km未満
4,500円
5km以上10km未満
5,500円
10km以上15km未満
8,500円
15km以上20km未満
11,600円
20km以上25km未満
14,600円
25km以上30km未満
17,600円
30km以上35km未満
20,700円
35km以上40km未満
23,700円
40km以上45km未満
26,800円
45km以上50km未満
29,800円
50km以上
32,800円

平均支給年額

自己の所有
する住宅の
支給額
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円

円

５　特別職の報酬等の状況（２０年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

1,100,000円×在職月数×0.5 任期ごと

880,000円×在職月数×0.3 任期ごと

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

宿日直勤務を命ぜられ
た職員が勤務した場合
に支給
日直手当　4,200円

管理職員が臨時又は緊
急の必要その他の公務
の運営の必要により週
休日又は祝日法による
休日等若しくは年末年
始の休日等に勤務した
場合に給する。

部長　10,000円
課長　8,500円
課長補佐　7,000円
係長　6,000円

11,8483,578

（参考）類似団体における最高／最低額

837,3001,130,000市 区 町 村 長

宿日直手当

管理職員特別
勤務手当

同じ

同じ

4.45

　　（19年度支給割合）

副 議 長

副 議 長

議 員

　　（19年度支給割合）

605,000

570,000

期
末
手
当

議 長

副 市 長

議 員

市 長

880,000

給

料

議 長

副 市 町 村 長

813,000 536,000

950,000

副 市 長

区　　　分 給 料 月 額 等

740,000

退
職
手
当

備　　　　考

市 長

722,500

報

酬

1,100,000

635,000

26,400,000円

12,672,000円

468,000

680,000 441,000

千円

千円 19,2685,395

4.45 月分
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数 　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数 　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数 　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（２０年４月１日現在）

　

697
76 △ 9

商工

小　計

計
45.70

2,202 △ 67

637

3 △ 1

1,610 1,565 △ 45

43 42 △ 1

人 人

264

2,466

[    2,630  ］ [   0  ］

△ 9

△ 76

～

計

56歳 60歳52歳

＜参考＞

72.08

人 人

55歳

～ ～～

＜参考＞

45.74

47歳 51歳 59歳

＜参考＞

主 な 増 減 理 由

△ 1
△ 13

43歳 以上

267299

202

80 75

205
民生

2

人 人 人

47 129 184

人人

158

[    2,630  ］

659

2,269

職員数

～ ～

人

295

273

28歳

226

人

225

人

24歳

～

40歳

～ ～

36歳32歳

27歳 31歳 39歳35歳

388 △ 3
0158

85

2,542

278

△ 22

△ 691

△ 18

△ 3

総務 415 402
18 17

普
通
会
計
部
門

税務

土木 296

小　計

391

労働 4

91

97水道

合　　計

下水道
その他

△ 5

会
計
部
門

公
営
企
業

教育部門

一
般
行
政
部
門

議会

農林水産

衛生

区　分

未満

～

20歳 20歳

23歳

2,466390 390 12

　　　　　　　　区　　分

　部　　門 平成20年平成19年

対前年
増減数

人

職 員 数

44歳 48歳

66.22

64.36

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

５年前の構成
比

%
（例）
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）高崎市経営改革実施計画改訂版（高崎市集中改革プラン）

  　における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

　　　４　一般行政の職員数に公営企業職員を含む

△ 43△ 56

7.3

（参考）

△ 23

2,473

7△ 76

2,542一般行政

１年目

１９年

２年目

2,598

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

１８年

△ 191

2,430 2,430

純減数

2,466

１７～２０年

計５年目

純減率

数値目標

数値目標

191

計画期間

平成22年4月1日

平 成 17 年 4 月 1 日 平成22年4月1日

職員数 職員数

始　期

2,621

終　期

増減

職員数

１７年

2,621

平成17年4月1日

2,430

計画始期

-
△155（81.2%）

４年目

削減数191人
削減率7.3％

２１年 ２２年

３年目

２０年
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７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算
職員給与費 　（参考）

　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、２０年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（１９年度支給割合） （１９年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

１人当たり平均支給額　 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１９年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当
（２０年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。                           

定年前早期退職特例措置　2～20％

1.5

1.6 0.75

23.50 30.55

3

一般行政職の制度（支給率）

395,067

団 体 平 均

高崎市 3 93

高 崎 市 48.0

1,834 1,792

590,208

571,242

市町村平均（政令指定都市を除く）

１人当たり平均支給額（１９年度）

市町村平均（政令指定都市を除く）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

支給実績（１９年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

１人当たり平均支給額（１９年度）

高　　　　　　　　　　　崎　　　　　　　　　　　市

374,55245.5

・役割加算　　５～２０％

高崎市 3 3

支給率 一般行政職の制度（支給率）支給対象地域

9,291

95,784

23,849 16,498

33.50

47.50

59.28

41.34

59.28

59.28

高　　　　　　　　　　　崎　　　　　　　　　　　市

3.0

　　　　　　区　　分 基本給 平均月収額平　均　年　齢

177,910 672,156 6,929 6,87497 426,054 68,192

　　　　　千円 千円 千円 千円19年度 人 千円 千円

（参考）市町村平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　B/A 一人当たり給与費

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

％ ％

14.0 13.95,927,210 408,605 827,365

19年度 　　　　千円 千円　 千円　

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

職員給与費比率 18年度の総費用に占　質収支

総費用に占める区　　分 総費用 純損益又は実
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エ　特殊勤務手当（２０年４月１日現在）
千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

2　夏季期間に下水終末
処理場若しくは下水中
継ポンプ場の下水処理
又は公共下水道管渠等
のしゅんせつの業務に
従事した職員
災害の拡大を防止する
ために行う災害応急対
策又は応急的な災害復
旧の業務に従事した職
員

給配水管等の修繕又は
漏水調査の業務に直接
従事した職員

日額　200円

下水等の水質試験又は
これに伴う汚水、汚泥の
採取等の業務に従事し
た職員

日額　500円

日額　700円

日額　800円

日額　200円

浄水課水源 日額　200円
浄水場、水源等で塩素
等危険物の取扱業務に
従事した職員

水質等試験手当

下水処理業務手当

災害業務手当

各上下水道事務所
給水課維持管理事務所

各上下水道事務所
維持管理課

水質浄化センター

修繕等業務手当

浄水場等業務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度）

用地取得等交渉業務手当

28.9

手当の種類（手当数） 7種類

22,643

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

634支給実績（１９年度決算）

日額　200円

各上下水道事務所

水道料金等の滞納整理
又は給水停止処分の執
行の業務に従事した職
員

日額　300円

土地の取得等の交渉業
務に従事した職員

支 給 実 績 （ 18 年 度 決 算 ） 8,129

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18 年 度 決 算 ） 77

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ） 4,738

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 度 決 算 ） 49

1　夏季期間(6月1日から
9月30日までをいう。以
下同じ。)以外の期間に
下水終末処理場若しく
は下水中継ポンプ場の
下水処理又は公共下水
道管渠等のしゅんせつ
の業務に従事した職員

料金等徴収・停水業務手当
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カ　その他の手当（２０年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況

2,159 千円 359,833宿日直手当

宿日直勤務を命ぜられ
た職員が勤務した場合
に支給
日直手当　4,200円

同じ

平均支給年額
一般行政
職の制度と
の異同

一般行政
職の制度と
異なる内容 （19年度決算）

支給職員１人当たり支給実績

手　当　名 内容及び支給単価 （19年度決算）

自己の所有
する住宅の
支給額

通勤手当

１　交通機関利用者
　運賃相当額を支給（月
額55,000円を限度）

２　交通用具使用者
2km以上5km未満
4,500円
5km以上10km未満
5,500円
10km以上15km未満
8,500円
15km以上20km未満
11,600円
20km以上25km未満
14,600円
25km以上30km未満
17,600円
30km以上35km未満
20,700円
35km以上40km未満
23,700円
40km以上45km未満
26,800円
45km以上50km未満
29,800円
50km以上
32,800円

同じ
交通用具
使用者の支
給額

管理職手当 23,005同じ

→６（３）②を参照

１　月額12,000円を超え
る家賃を支払う職員に家
賃月額により月額27,000
円を限度に支給
２　自己の所有する住宅
月額4,500円

管理または監督の地位
にある職員に対して職
務の特殊性に基づき支
給

部長　94,000円
課長　72,700円（77,400
円）
課長補佐　59,500円
係長　46,300円

住居手当 同じ

同じ扶養手当

１　配偶者　月額13,000
円
２　扶養親族たる父母等
6,500円(職員に配偶者
がない場合にあっては
そのうち1人については
11,000円)
扶養親族である子のうち
に満15歳に達する日後
の最初の4月1日から満
22歳に達する日以後の
最初の3月31日までの間
にある子についてはそ
れぞれ5,000円を加算

91,324

6,641 千円 77,221

6,210 千円

同じ 49 千円 8,167
管理職員特別

勤務手当

管理職員が臨時又は緊
急の必要その他の公務
の運営の必要により週
休日又は祝日法による
休日等若しくは年末年
始の休日等に勤務した
場合に給する。

千円 742,097

15,465 千円 237,923
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７　公営企業職員の状況
　(1)　公共下水道事業（特定環境保全公共下水道事業を含む）
  　① 職員給与費の状況

ア　決算
職員給与費 　（参考）

　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、２０年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（１９年度支給割合） （１９年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

１人当たり平均支給額　 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１９年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当
（２０年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。                           

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

高崎市 3 3

高崎市 3 77 3

・役割加算　　５～２０％

高　　　　　　　　　　　崎　　　　　　　　　　　市 市町村平均（政令指定都市を除く）

23.50 30.55

1.6 0.75

団 体 平 均 44.6 372,307 570,494

6,872 6,858

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

　　　　　千円 千円 千円 千円19年度 人 千円 千円

（参考）市町村平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　B/A 一人当たり給与費

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

％ ％

7.3 7.2

区　　分 総費用 純損益又は実

職員給与費比率　質収支

総費用に占める

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給実績（１９年度決算） 8,060

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算） 94,824

23,536 15,559

59.28 59.28

定年前早期退職特例措置　2～20％

33.50 41.34

47.50 59.28

3.0 1.5

高　　　　　　　　　　　崎　　　　　　　　　　　市 市町村平均（政令指定都市を除く）

１人当たり平均支給額（１９年度） １人当たり平均支給額（１９年度）

1,822 1,772

高 崎 市 46.3 385,402 584,296

85 367,461 61,799 154,847 584,107

7,196,307 432,006 525,591

19年度 　　　　千円 千円　 千円　

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

18年度の総費用に占
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エ　特殊勤務手当（２０年４月１日現在）
千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支 給 実 績 （ 18 年 度 決 算 ） 5,918

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18 年 度 決 算 ） 65

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ） 3,903

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 年 度 決 算 ） 46

災害業務手当

災害の拡大を防止する
ために行う災害応急対
策又は応急的な災害復
旧の業務に従事した職
員

日額　500円

下水処理業務手当 水質浄化センター

1　夏季期間(6月1日から
9月30日までをいう。以
下同じ。)以外の期間に
下水終末処理場若しく
は下水中継ポンプ場の
下水処理又は公共下水
道管渠等のしゅんせつ
の業務に従事した職員

日額　700円

2　夏季期間に下水終末
処理場若しくは下水中
継ポンプ場の下水処理
又は公共下水道管渠等
のしゅんせつの業務に
従事した職員

日額　800円

水質等試験手当
各上下水道事務所
維持管理課

下水等の水質試験又は
これに伴う汚水、汚泥の
採取等の業務に従事し
た職員

日額　200円

浄水場等業務手当 浄水課水源
浄水場、水源等で塩素
等危険物の取扱業務に
従事した職員

日額　200円

修繕等業務手当
各上下水道事務所
給水課維持管理事務所

給配水管等の修繕又は
漏水調査の業務に直接
従事した職員

日額　200円

料金等徴収・停水業務手当 各上下水道事務所

水道料金等の滞納整理
又は給水停止処分の執
行の業務に従事した職
員

日額　300円

用地取得等交渉業務手当
土地の取得等の交渉業
務に従事した職員

日額　200円

手当の種類（手当数） 7種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算） 103,095

職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度） 24.7

支給実績（１９年度決算） 2,165
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カ　その他の手当（２０年４月１日現在）

円

円

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況
→６（３）②を参照

管理職員特別
勤務手当

管理職員が臨時又は緊
急の必要その他の公務
の運営の必要により週
休日又は祝日法による
休日等若しくは年末年
始の休日等に勤務した
場合に給する。

部長　10,000円
課長　8,500円
課長補佐　7,000円
係長　6,000円

同じ 93 千円 11,625

21,260 千円 733,103管理職手当

管理または監督の地位
にある職員に対して職
務の特殊性に基づき支
給

部長　94,000円
課長　72,700円（77,400
円）
課長補佐　59,500円

同じ

6,407 千円 116,491

通勤手当

１　交通機関利用者
　運賃相当額を支給（月
額55,000円を限度）

２　交通用具使用者
2km以上5km未満
4,500円
5km以上10km未満
5,500円
10km以上15km未満
8,500円
15km以上20km未満
11,600円
20km以上25km未満
14,600円
25km以上30km未満
17,600円
30km以上35km未満
20,700円
35km以上40km未満
23,700円
40km以上45km未満
26,800円
45km以上50km未満
29,800円
50km以上
32,800円

同じ
交通用具
使用者の支
給額

5,608 千円 75,784

住居手当

１　月額12,000円を超え
る家賃を支払う職員に家
賃月額により月額27,000
円を限度に支給
２　自己の所有する住宅
月額4,500円

同じ
自己の所有
する住宅の
支給額

（19年度決算）

扶養手当

１　配偶者　月額13,000
円
２　扶養親族たる父母等
6,500円(職員に配偶者
がない場合にあっては
そのうち1人については
11,000円)
扶養親族である子のうち
に満15歳に達する日後
の最初の4月1日から満
22歳に達する日以後の
最初の3月31日までの間
にある子についてはそ
れぞれ5,000円を加算

同じ 14,305 千円 255,446

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 （19年度決算） 平均支給年額
一般行政
職の制度と
の異同

一般行政
職の制度と
異なる内容

支給実績
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